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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車輌に取り付けられる無動力集塵装置であって、
　空気入口と空気出口が形成される中空の本体；
　前記本体の内部に流入される空気の流動方向を攪乱して、空気の流動に追従できない塵
を捕集する集塵部；および
　前記車輌が移動するに伴って、前記空気入口に空気を吸入し、加速させる吸入部を含み
、
　前記集塵部は、前記吸入部と第１集塵器の間に配置される第２集塵器をさらに含み、
　前記第２集塵器は、
　空気の流入方向に対して所定の角度を成し、傾斜して配置されるブレードと、前記吸入
部側に一部開放され、前記ブレードと衝突した塵が空気の流れに沿って流入される集塵筒
を含み、
　前記第１集塵器は、互いに対向する二つの隔壁と、前記二つの隔壁の一側端部を互いに
連結する遮断壁とを含む複数のサブフィルタを含み、
　前記複数のサブフィルタは、前記遮断壁と対向して開放された開口部が互いに向かい合
うように配置され、前記二つの隔壁のうち一つの隔壁が他のサブフィルタの開口部に挿入
されて前記流路を形成することにより、空気に含まれている塵が前記遮断壁に衝突するよ
うに構成される、
無動力集塵装置。
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【請求項２】
　前記集塵部は、第１集塵器を含み、
　前記第１集塵器は、空気がジグザグ形態で移動するようにする流路を形成し、空気が前
記流路を通過する間、流動に追従できずに落下する塵を捕集する集塵板を含むことを特徴
とする、請求項１に記載の無動力集塵装置。
【請求項３】
　前記第１集塵器と前記第２集塵器の間には、
　前記第２集塵器で攪乱された空気の流動を安定化させる流動緩衝部が形成されることを
特徴とする、請求項１に記載の無動力集塵装置。
【請求項４】
　前記集塵板には、前記開口部側の端部が上方に折り曲げられて形成される飛散防止壁が
具備されることを特徴とする、請求項１に記載の無動力集塵装置。
【請求項５】
　前記集塵板に、接着剤が塗布され、または磁石が具備されることを特徴とする、請求項
４に記載の無動力集塵装置。
【請求項６】
　前記第２集塵器は、前記吸入部から前記集塵筒方向に、順に離隔配置される複数のブレ
ードを含み、
　前記吸入部から見たときに、空気が衝突する前記ブレードの衝突面が、直前に配置され
たブレードによって遮られないことを特徴とする、請求項１又は５に記載の無動力集塵装
置。
【請求項７】
　前記第２集塵器は、複数の分離壁によって区分される複数の集塵モジュールからなり、
　それぞれの集塵モジュールに前記ブレードと前記集塵筒がそれぞれ具備されることを特
徴とする、請求項６に記載の無動力集塵装置。
【請求項８】
　前記吸入部は、前記空気入口を介して流入される空気を分岐して、前記複数の集塵モジ
ュールそれぞれに流入させる複数のガイドベーンを含むことを特徴とする、請求項７に記
載の無動力集塵装置。
【請求項９】
　前記二つの隔壁が中空本体の水平方向に端から端まで途切れること無く存在して、前記
複数のサブフィルタが縦方向に配置され、
　前記二つの隔壁のうち下側に位置する隔壁が前記集塵板を形成することを特徴とする、
請求項１又は８に記載の無動力集塵装置。
【請求項１０】
　前記二つの隔壁が中空本体の垂直方向に端から端まで途切れること無く存在して、前記
複数のサブフィルタが横方向に配置され、
　一つ以上の前記集塵板が、前記二つの隔壁の間を連結して水平に配置されることを特徴
とする、請求項１又は８に記載の無動力集塵装置。
【請求項１１】
　前記二つの隔壁は、上部が下部に比べて前記吸入部に近く位置するように傾斜して配置
されることを特徴とする、請求項１０に記載の無動力集塵装置。
【請求項１２】
　前記車輌が逆走行する場合、前記空気出口を介して空気が流入されて前記空気入口を介
して流出され、
　前記車輌が逆走行するに伴って、前記空気出口に空気を吸入し、加速させる吸入部をさ
らに含むことを特徴とする、請求項１乃至１１のいずれか１項に記載の無動力集塵装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、無動力集塵装置に関し、より詳細には、走行する車輌に取り付けて、車輌運
行時に塵を無動力で捕集する集塵装置に関する。
【０００２】
　[国家支援研究開発についての説明]
　本研究は、韓国科学技術研究院の主管下で大韓民国国土交通部の鉄道技術研究（電動車
附着型都市鉄道トンネル汚染物質除去技術開発）事業（国土交通科学技術振興院、課題識
別番号：1615007347）の支援により行われたものである。
【背景技術】
【０００３】
　空気の汚染に対する深刻性および危険性が年々強調されている。特に、最近では、発癌
リスクの高い微細粉塵に対する警戒心も増加している。こうした空気汚染の問題は、屋外
だけでなく、屋内も例外ではない。
【０００４】
　都心の中で塵を発生させる主たる要因としては、各種運送手段を挙げることができる。
車輌運行時、地面との摩擦によって発生する塵だけでなく、すでに地面にあった塵が再飛
散したりもする。特に、地下鉄の場合、電動車の車輪とレールが摩擦を起こしながら発生
する塵が相当存在し、一度発生した塵が簡単に排出されることができない構造的な問題に
より、空気汚染の問題がさらに深刻である。
【０００５】
　地下鉄は、空間活用性の側面から、地下で運行する場合が非常に多く、客車内の空気の
循環のために内気８０％、外気２０％の割合で空調装置を稼動している。フィルタ等を介
して外気を客車内に吸入してはいるが、すべての粒子が濾過されるわけではない。さらに
、最近では、乗降ホームの安全と空気の質向上のために、各駅ごとにＰＳＤ（Ｐｌａｔｆ
ｏｒｍ　Ｓｃｒｅｅｎ　Ｄｏｏｒ）が大量に設置されつつ、地下トンネル内の微細粉塵濃
度はむしろ増加する傾向である。したがって、地下トンネル内における微細粉塵の濃度を
下げることが、客車内の空気の質を高めるための根本的な解決策となり得る。
【０００６】
　トンネル内の微細粉塵を除去するために、現在周期的に地下トンネルを水で清掃してい
る。しかし、水洗式清掃法は、微細粉塵を集塵するのではなく、しばらく浸らせるだけで
あるため、水が乾いてしまうと再び微細粉塵が飛散する。したがって、地下トンネル内の
微細粉塵濃度を下げるためには、地下トンネル内の微細粉塵を直接除去することのできる
集塵装置が必要である。こうした集塵装置は、広大な都市鉄道の地下トンネルを運行しな
がら、リアルタイムで微細粉塵を吸入して集塵する必要がある。地下鉄の運行トンネル内
における微細粉塵のうち密度が７．８７４ｇ／ｃｍ３と大きな鉄成分が最も多く占めてい
るため、微細粉塵の慣性力を利用する集塵装置が効果的に使用され得る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】韓国特許公開公報第１０‐２００９‐００９４５１２号（２００９年９月
８日）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、慣性力を利用して、迅速に微細粉塵を除去するために案出されたものであっ
て、車輌に取り付けられ、車輌の運行によって誘導される走行風を利用して、微細粉塵を
リアルタイムで集塵することのできる無動力集塵装置を提供することにその目的がある。
【０００９】
　本発明の課題は、以上において言及した課題に制限されるものではなく、言及されなか
ったまた別の課題は、以下の記載から当業者に明確に理解され得るであろう。
【課題を解決するための手段】
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【００１０】
　上記課題を解決するための、本発明の一実施例に係る無動力集塵装置は、車輌に取り付
けられる無動力集塵装置であって、空気入口と空気出口が形成される中空の本体；前記本
体内部に流入される空気の流動方向を攪乱して、空気の流動に追従できない塵を捕集する
集塵部；および、前記車輌が移動するに伴って、前記空気入口に空気を吸入し、加速させ
る吸入部を含む。
【００１１】
　本発明の一実施例によれば、前記集塵部は、第１集塵器を含み、前記第１集塵器は、空
気がジグザグ形態で移動するようにする流路を形成し、空気が前記流路を通過する間、流
動に追従できずに落下する塵を捕集する集塵板を含んでよい。
【００１２】
　本発明の一実施例によれば、前記第１集塵器は、互いに対向する二つの隔壁と、前記二
つの隔壁の一側端部を互いに連結する遮断壁とを含む複数のサブフィルタを含み、前記複
数のサブフィルタは、前記遮断壁と対向して開放された開口部が互いに向かい合うように
配置され、前記二つの隔壁のうちいずれか一つの隔壁が、他のサブフィルタの開口部に挿
入されて前記流路を形成することで、空気に含まれている塵が前記遮断壁に衝突するよう
に構成されてよい。
【００１３】
　本発明の一実施例によれば、前記二つの隔壁が水平に延長されて、前記複数のサブフィ
ルタが縦方向に配置され、前記二つの隔壁のうち下側に位置する隔壁が前記集塵板を形成
してよい。
【００１４】
　本発明の一実施例によれば、前記二つの隔壁が垂直に延長されて、前記複数のサブフィ
ルタが横方向に配置され、複数の前記集塵板が、前記二つの隔壁の間を連結して、水平に
配置されてよい。
【００１５】
　本発明の一実施例によれば、前記二つの隔壁は、上部が下部に比べて前記吸入部に近い
位置に傾斜して配置されてよい。
【００１６】
　本発明の一実施例によれば、前記集塵板には、前記開口部側の端部が上方に折り曲げら
れて形成される飛散防止壁が具備されてよい。
【００１７】
　本発明の一実施例によれば、前記集塵板には、接着剤が塗布され、または磁石が具備さ
れてよい。
【００１８】
　本発明の一実施例によれば、前記集塵部は、前記吸入部と前記第１集塵器の間に配置さ
れる第２集塵器をさらに含み、前記第２集塵器は、空気の流入方向に対して所定の角度を
成して傾斜して配置されるブレードと、前記吸入部側に一部開放され、前記ブレードと衝
突した塵が空気の流れに沿って流入される集塵筒とを含んでよい。
【００１９】
　本発明の一実施例によれば、前記第２集塵器は、前記吸入部から前記集塵筒方向に順に
離隔配置される複数のブレードを含み、前記吸入部から見たときに、空気が衝突する前記
ブレードの衝突面が直前に配置されたブレードによって遮られないようにしてよい。
【００２０】
　本発明の一実施例によれば、前記第２集塵器は、複数の分離壁によって区分される複数
の集塵モジュールからなり、それぞれの集塵モジュールに前記ブレードと前記集塵筒がそ
れぞれ具備されてよい。
【００２１】
　本発明の一実施例によれば、前記吸入部は、前記空気入口を介して流入される空気を分
岐して前記複数の集塵モジュールのそれぞれに流入させる複数のガイドベーンを含んでよ
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い。
【００２２】
　本発明の一実施例によれば、前記第１集塵器と前記第２集塵器の間には、前記第２集塵
器で攪乱された空気の流動を安定化させる流動緩衝部が形成されてよい。
【００２３】
　本発明の一実施例によれば、前記車輌が逆走行する場合に、前記空気出口を介して空気
が流入されて前記空気入口を介して流出され、前記車輌が逆走行するに伴って、前記空気
出口に空気を吸入し、加速させる吸入部さらに含んでよい。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の一実施例に係る無動力集塵装置の概略的な側断面図である。
【図２】図１の無動力集塵装置の第１集塵器を示す側断面図である。
【図３】図１の無動力集塵装置の第１集塵器の変形実施例を示す概略図である。
【図４】図１の無動力集塵装置の第１集塵器の変形実施例を示す側面図である。
【図５】図１の無動力集塵装置のサブフィルタの変形実施例を示す断面図である。
【図６】図１の無動力集塵装置の第２集塵器を示す側断面図である。
【図７】本発明の他の実施例に係る無動力集塵装置の概略的な側断面図である。
【図８】本発明の他の実施例に係る無動力集塵装置の概略的な側断面図である。
【図９】図１の無動力集塵装置によって捕集された塵のサイズ別集塵率を示したグラフで
ある。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　本発明の利点および特徴、ならびにそれらを達成する方法は、添付の図面とともに、詳
細に後述されている実施例を参照すれば明確となるであろう。しかし、本発明は、以下に
おいて開示される実施例に限定されるものでなく、互いに異なる多様な形態で具現される
ものであり、ただ本実施例は、本発明の開示が完全なものとなるようにし、本発明が属す
る技術分野における通常の知識を有する者に対し発明の範疇を完璧に知らせるために提供
されるものであり、また、本発明は、請求項の範疇によって定義されるだけである。
【００２６】
　本発明の実施例を説明するための図面に開示された形状、大きさ、比率、角度、個数等
は、例示的なものであるので、本発明は、図示された事項に限定されるものではない。ま
た、本発明を説明するにあたって、関連する公知技術についての具体的な説明が本発明の
要旨を不必要に曖昧にし得ると判断される場合、その詳細な説明は省略する。本明細書に
おいて「含む」、「有する」、「なる」等が使用されている場合は、「～のみ」が使用さ
れない以上、他の部分が追加されてよい。構成要素を単数で表現している場合、特に明示
的な記載事項がない限り、複数含まれる場合を含む。
【００２７】
　構成要素を解釈するにあたり、別の明示的な記載がなくても誤差の範囲を含むものと解
釈する。
【００２８】
　位置関係についての説明の場合、たとえば、「～の上に」、「～の上部に」、「～の下
部に」、「～の横に」等、２つの部分の位置関係が説明される場合、「すぐ」または「直
接」が使用されない以上、二つの部分の間に１つ以上の他の部分が位置してもよい。
【００２９】
　素子（ｅｌｅｍｅｎｔｓ）または層が他の素子または層の“上（ｏｎ）”と指し示され
ることは、他の素子のすぐ上に、または中間に他の層または他の素子が介在した場合をす
べて含む。
【００３０】
　明細書全体にわたり、同一の参照符号は、同一の構成要素を指し示す。
【００３１】
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　「第１」、「第２」等の用語が多様な構成要素を叙述するために使用されるが、これら
の構成要素は、これらの用語によって限定されないことはもちろんである。これらの用語
は、ただ単に一つの構成要素を他の構成要素と区別するために使用されるものである。し
たがって、以下において言及される第１構成要素は、本発明の技術的思想内において、第
２構成要素であってもよいことはもちろんである。
【００３２】
　図面において示された各構成の大きさおよび厚さは、説明の便宜のために図示されたも
のであり、本発明が、図示された構成の大きさおよび厚さに必ずしも限定されるものでは
ない。
【００３３】
　本発明の複数の実施例のそれぞれの特徴が、部分的にまたは全体的に互いに結合または
組み合わせ可能であり、当業者が十分に理解することができるごとく、技術的に多様な連
動および駆動が可能であり、各実施例が互いに対して独立的に実施可能であってもよく、
連関関係によりともに実施可能であってもよい。
【００３４】
　以下、添付された図面を参考にしつつ、本発明の一実施例に係る無動力集塵装置につい
て説明することとする。
【００３５】
　図１を参照すると、本発明の一実施例に係る無動力集塵装置１００は、本体１１０と、
吸入部１２０と、集塵部１３０を含む。
【００３６】
　本体１１０は、中空からなり、外部から空気が流入されてその内部を通過し、再び外部
に流出されるように構成される。このような本体１１０には、車輌（図示せず）が順方向
に走行する場合に空気が流入される空気入口１１１と、空気が流出される空気出口１１２
が形成される。一方、車輌が逆方向に走行する場合、空気出口１１２へ空気が流入され、
空気入口１１１へ空気が流出されてよいことに留意しなければならない。
【００３７】
　本体１１０は、車輌の外部に固定される。このとき、車輌の移動に伴って、外部空気が
自然に本体１１０内側に流入され得るように、本体１１０は、空気入口１１１と空気出口
１１２の開放される方向が車輌の走行方向と平行するように配置されてよい。また、車輌
走行時に床面から塵が多く発生する点を考慮して、本体１１０が車輌下部に固定されるこ
とにより、集塵効率をさらに高めてよい。
【００３８】
　空気入口１１１を介して本体１１０内側に流入された空気は、吸入部１２０を通過する
。吸入部１２０は、空気入口１１１から集塵部１３０に行くほど断面積が減少するように
形成されることにより、流入される空気の速度を増加させる。これにより、本体１１０内
部の流動抵抗により、自由流れの場合に比べて、本体１１０内部に流入される空気の流速
が低下することを緩和させることができる。
【００３９】
　このような吸入部１２０は、空気の流出入方向に対する内部空間の垂直断面積が内側に
行くほど次第に小さくなるように形成されてよい。たとえば、本実施例において、本体１
１０が車輌下部に取り付けられる場合、空気入口１１１および空気出口１１２側の本体１
１０下部が下方に広がるように形成されてよい。これにより、外部空気の流動を集めて吸
入し、加速させることができる。すなわち、吸入部１２０は、本体１１０内部を通過する
空気の流量および流速を増加させて集塵性能を向上させる。一方、空気入口１１１の大き
さが大きいほど、吸入される空気の流量が増加し、流速も増加するが、無動力集塵装置１
００が車輌の下部に取り付けられている場合、スペースが制限されるため、吸入部１２０
は、これを考慮して設計されるのが好ましい。
【００４０】
　一方、吸入部１２０は、集塵部１３０の両側に配置されてよい。すなわち、吸入部１２
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０は、空気入口１１１だけでなく、空気出口１１２側にも配置されてよい。これにより、
車輌が逆走行する場合、空気出口１１２に空気が吸入され、吸入された空気が加速され得
る。
【００４１】
　吸入部１２０を通過した空気は、集塵部１３０に移動する。集塵部１３０は、本体１１
０内部に流入される空気の流動方向を攪乱するように構成される。これにより、空気に含
まれている塵が空気の流動に追従できなくすることで塵を捕集する。
【００４２】
　図２を参照すると、集塵部１３０は、空気がジグザグ形態で移動するように流路Ｆを形
成する第１集塵器１３１を含んでよい。
【００４３】
　第１集塵器１３１は、互いに対向する二つの隔壁１３３と、二つの隔壁１３３の一側端
部を互いに連結する遮断壁１３４とを含む複数のサブフィルタ１３２を含む。複数のサブ
フィルタ１３２は、遮断壁１３４と対向して開放された開口部が互いに向かい合うように
配置される。また、二つの隔壁１３３のうち一つの隔壁１３３が、他のサブフィルタ１３
２の開口部に挿入されて流路Ｆを形成する。
【００４４】
　第１集塵器１３１に流入された空気は、流れていた方向に進むことができずに向かい合
う遮断壁１３４によって遮られる。空気に含まれている塵は、遮断壁１３４と衝突するこ
とになる。このとき、空気は、その流動方向が反対に切り返され、向かい合っている二つ
のサブフィルタ１３２の隔壁１３３の間に流れるようになる。そうして空気は、吸入部１
２０側のサブフィルタ１３２の遮断壁１３４によって再び遮られるようになる。また、空
気に含まれている塵は、遮断壁１３４と衝突することになる。結局、空気は、初期の流入
方向と同一に、その流動方向が切り返され、第１集塵器１３１外へと流出される。
【００４５】
　このように、空気が第１集塵器１３１を通過する間、流動方向が反対方向に数回切り返
され、その過程で、相対的に慣性力の大きい塵が流動に追従できずに遮断壁１３４と衝突
することにより、第１集塵器１３１に捕集される。したがって、空気が流路Ｆを通過する
間に遮断壁１３４に衝突した塵は、互いに纏められ、サイズが大きくなって、遮断壁１３
４から離れた後、重力によって落下することになる。
【００４６】
　このような第１集塵器１３１は、複数のサブフィルタ１３２がそれぞれ多様な方向に延
設されることにより、変形実施されてよい。また、第１集塵器１３１は、落下する塵を捕
集する集塵板１３５をさらに具備してよい。このような集塵板１３５は、サブフィルタ１
３２の延長方向および配置方向に応じて、異なる態様で含まれる。これについて以下で詳
細に後述する。
【００４７】
　図２に示されたところのように、第１集塵器１３１は、それぞれのサブフィルタ１３２
を成す二つの隔壁１３３が水平に延長され、複数のサブフィルタ１３２が縦方向に配置さ
れる形態で構成されてよい。
【００４８】
　このとき、二つの隔壁１３３のうち下側に位置する隔壁１３３が、集塵板１３５を形成
してよい。空気に含まれて移動していたものの慣性のため流動に追従できずに遮断壁１３
４に衝突して落下する塵が、集塵板１３５上に蓄積されるようになる。このような集塵板
１３５には、開口部側端部が上方に折り曲げられて形成される飛散防止壁１３６が形成さ
れることにより、捕集された塵が空気の流動に巻き込まれないように防いでよい。飛散防
止壁１３６は、捕集された塵が再飛散することをより確実に防ぐために内側に曲がった鉤
形状またはコの字形に形成されてもよい。
【００４９】
　図３は、図１の無動力集塵装置１００の第１集塵器１３１の変形実施例を示した概略図
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である。図３の（ａ）は、第１集塵器１３１´の側面図であり、図３の（ｂ）は、図３の
（ａ）のＡ－Α線に沿った第１集塵器１３１´の平断面図であり、図３の（ｃ）は、理解
の便宜のために、単一サブフィルタ１３２´を分離して示した斜視図である。
【００５０】
　図３を参照すると、第１集塵器１３１´は、それぞれのサブフィルタ１３２´を成す二
つの隔壁１３３´が垂直に延長され、複数のサブフィルタ１３２´が横方向に配置される
形態で構成されてもよい。
【００５１】
　このとき、第１集塵器１３１´は、二つの隔壁１３３´の間を連結して水平に配置され
る集塵板１３５´を具備してよい。これにより、空気に含まれて移動していたものの慣性
が減少した塵を捕集することができる。集塵板１３５´は、最下側にのみ配置されてもよ
いが、落下距離が長い場合、落下中の塵が捕集前の空気の流れに巻き込まれることもあり
得るので、一定の間隔を置いて複数個配置されることが好ましい。集塵板１３５´が配置
される位置や個数は、設計条件を考慮して適切に選定してよい。
【００５２】
　図４を参照すると、垂直に延長される複数のサブフィルタ１３２´´は、上部が下部に
比べて、吸入部（図示せず）に近く位置するように傾斜して配置されてもよい。これによ
り、第１集塵器１３１´´内において下側への空気の流れが形成されることで、塵が再飛
散することを減少させることができる。
【００５３】
　一方、図示はしなかったが、上述した集塵板１３５，１３５´には、接着剤が塗布され
、または磁石が具備されることにより、捕集された塵が再飛散することを防止してよい。
また、集塵板１３５，１３５´，１３５´´は、取り外し可能に形成されることにより、
捕集された塵を除去し、再利用されてもよい。
【００５４】
　図５を参照すると、サブフィルタは、多様な断面形状を有してよい。サブフィルタの断
面形状としては、図５の（ａ）のようにＵ字形であってもよく、図５の（ｂ）のように多
角形であってもよい。また、図５の（ｃ）のように左右に配置されるそれぞれのサブフィ
ルタが互いに異なる形状からなっていてもよく、図５の（ｄ）のようにサブフィルタ自体
が非対称的になされていてもよい。
【００５５】
　一方、集塵部１３０は、吸入部１２０と第１集塵器１３１の間に配置される第２集塵器
１４１をさらに含んでよい。
【００５６】
　図６を参照すると、第２集塵器１４１は、吸入部１２０から流入される空気の流入方向
に対して所定の角度を成し、かつ傾斜して配置される複数のブレード１４２と、吸入部１
２０側に一部開放され、ブレード１４２と衝突した塵が空気の流れに沿って流入される集
塵筒１４３を含む。
【００５７】
　ブレード１４２は、空気の流入方向に対して、その上面が対向するように傾斜して配置
される。ブレード１４２は、吸入部１２０から集塵筒１４３方向へと順に離隔配置される
。また、ブレード１４２は、吸入部１２０から見たときに、空気が衝突するブレード１４
２の上面が、直前に配置されたブレード１４２によって遮られないように配置されてよい
。すなわち、それぞれのブレード１４２は、直列に並べられ、前に位置するブレード１４
２の上端が、後ろに位置するブレード１４２の下端よりも高く設置されてよい。また、ブ
レード１４２は、第２集塵器１４１が配置される本体１１０の上側内壁に接する前まで配
置される。このように、ブレード１４２と衝突することなくブレード１４２の間へ空気が
流れていかないようにすることにより、第２集塵器１４１の集塵効率を高めることができ
る。
【００５８】
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　第２集塵器１４１に流入された空気に含まれている塵のうち一部（点線で図示）は、図
６のように、空気の流れ（矢印で図示）に追従することができずに、ブレード１４２に衝
突する。ブレード１４２の角度が流動方向に鋭角をもって傾斜しているので、前のブレー
ド１４２にぶつかった粒子は、後ろのブレード１４２に向かって移動し、再び衝突する。
このような過程を繰り返して、最終的に塵は集塵筒１４３内部に入っていくことになる。
【００５９】
　集塵筒１４３は、最後のブレード１４２の後方に、空気の流入方向に入口が位置するよ
うに配置される。空気が集塵筒１４３の内部に流入されると、空気に含まれている塵は、
慣性力を失い、内壁に蓄積されるようになる。捕集された塵が再飛散することを防止する
ために、集塵筒１４３は、図６に示すように、その断面が鉤形状を有するように形成され
るのが好ましい。
【００６０】
　一方、第２集塵器１４１は、複数の分離壁１４４によって区分される複数の集塵モジュ
ール１４１ａ～１４１ｄからなってよい。また、それぞれの集塵モジュール１４１ａ～１
４１ｄには、ブレード１４２と集塵筒１４３が個別に具備される。これにより、一つの集
塵モジュールで集塵するよりも、集塵効率を向上させることができる。
【００６１】
　このとき、図１を参照すると、吸入部１２０は、空気入口１１１を介して流入される空
気を分岐して、複数の集塵モジュール１４１ａ～１４１ｄそれぞれに流入させる複数のガ
イドベーン１２１を含んでよい。これを通じ、それぞれの集塵モジュール１４１ａ～１４
１ｄに空気が均等に流入されることにより、集塵効率をさらに増加させることができる。
【００６２】
　一方、複数のガイドベーン１２１によって区画される吸入部１２０内の各空間は、空気
の流出入方向に対する内部空間の垂直断面積が内側に行くほど次第に小さくなるように形
成されてよい。
【００６３】
　一方、第１集塵器１３１と第２集塵器１４１の間には、流動緩衝部１５１が形成されて
よい。流動緩衝部１５１は、第２集塵器１４１で攪乱された空気の流動を安定化させる。
このような流動緩衝部１５１は、第２集塵器１４１の出口の流動と第１集塵器１３１の入
口の流動との流線が渦流領域なしにつながるように、第２集塵器１４１の長さの３分の１
以上であるのが好ましい。
【００６４】
　また、第２集塵器１４１が、複数の集塵モジュール１４１ａ～１４１ｄからなる場合、
第２集塵器１４１で分けられていた流れが、流動緩衝部１５１で再び一つに合わさりなが
ら、第１集塵器１３１と第２集塵器１４１の間で急激な流動渦や流動詰まり現象が解消さ
れ得る。
【００６５】
　上述した、吸入部１２０、第１集塵器１３１、第２集塵器１４１および流動緩衝部１５
１は、本発明の使用環境、目的等に応じて、多様な順序で配置されてよい。これについて
は、以下において詳細に説明される。
【００６６】
　図１を再び参照すると、本実施例に係る無動力集塵装置１００は、吸入部１２０、第２
集塵器１４１、流動緩衝部１５１、第１集塵器１３１、流動緩衝部１５１、第２集塵器１
４１、吸入部１２０の順に配置されるように構成されてよい。これにより、運行車輌が順
方向、逆方向の両方向に運行されても、多くの塵を集塵することができる。
【００６７】
　図７を参照すると、本発明の他の実施例に係る無動力集塵装置２００は、吸入部２２０
、第２集塵器２４１、流動緩衝部２５１、第２集塵器２４１、吸入部２２０の順に配置さ
れるように構成されてよい。このように第１集塵器を取り除いた形態の無動力集塵装置２
００によれば、相対的に圧力降下が低くて流入される空気の流速が少なく減少し、５μｍ
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以上の巨大粒子の除去に有効である。
【００６８】
　図８を参照すると、本発明のまた他の実施例に係る無動力集塵装置３００は、吸入部３
２０、第１集塵器３３１、吸入部３２０の順に配置されるように構成されてよい。このよ
うに、第２集塵器を取り除いた形態の無動力集塵装置３００によれば、第１集塵器３３１
のみを使用して、２．５μｍ以上の粗大粒子および巨大粒子を除去することができる。
【００６９】
　参考までに、それぞれの実施例において配置される構成要素は、配置の順序のみ相違す
るだけであって、各構成要素の特徴は、上述したところと同一である点を留意しなければ
ならない。また、それぞれの実施例において構成要素が対称的に配置されるのは、車輌が
両方向に走行可能な場合について、順方向または逆方向に運行しても継続的に集塵が行わ
れるためである。
【００７０】
　たとえば、図１の無動力集塵装置１００の場合、車輌が順方向に走行する際に空気は、
空気入口１１１側に流入されて吸入部１２０、第２集塵器１４１、流動緩衝部１５１、お
よび第１集塵器１３１を順に通過して、集塵が行われる。その後、空気は、空気出口１１
２まで集塵と無関係に外部に流出されるのである。
【００７１】
　図９は、本発明の各実施例に係る無動力集塵装置１００，２００，３００における、自
由流れ速度９ｍ／ｓで空気に含まれる塵の空気動力学径（ａｅｒｏｄｙｎａｍｉｃ　ｄｉ
ａｍｅｔｅｒ）に対する集塵効率を図示したグラフである。
【００７２】
　図９を参照すると、第１集塵器のみを含む無動力集塵装置３００の場合（一点鎖線で図
示）、概ね直径が２．５μｍ以上の粒子から集塵効率が良くなり、粒子径が大きくなるほ
ど集塵効率が増加することが分かる。また、第２集塵器のみを含む無動力集塵装置２００
の場合（実線で図示）、概ね直径が７μｍの粒子に対する集塵効率が最も高い。また、第
１集塵器と第２集塵器を両方含む無動力集塵装置１００の場合（点線で図示）、直径７μ
ｍ以上の粒子を大部分集塵することができる。このように、本発明の一実施例に係る無動
力集塵装置１００は、第１集塵器１３１とともに第２集塵器１４１が連続的に配置される
ことにより、多様な大きさの塵を効率的に集塵することができる。
【００７３】
　以上、添付された図面を参照しつつ、本発明の実施例をより詳細に説明したが、本発明
は、必ずしもこれらの実施例に制限されるものではなく、本発明の技術思想を逸脱しない
範囲内で、多様に変形実施されてよい。したがって、本発明に開示された実施例は、本発
明の技術思想を限定するためのものではなく、説明するためのものであり、このような実
施例により本発明の技術思想の範囲が限定されるものではない。それゆえ、以上において
記述した実施例は、すべての面において例示的なものであり、かつ限定的でないものと理
解しなければならない。本発明の保護範囲は、以下の請求の範囲によって解釈されなけれ
ばならず、それと同等の範囲内にあるあらゆる技術思想は、本発明の権利範囲に含まれる
ものと解釈されなければならない。
【符号の説明】
【００７４】
１１０：本体
１１１：空気入口
１１２：空気出口
１２０，２２０，３２０：吸入部
１２１：ガイドベーン
１３０：集塵部
１３１，１３１´，１３１´´，３３１：第１集塵器
１３２，１３２´，１３２´´：サブフィルタ
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１３３，１３３´：隔壁
１３４：遮断壁
１３５，１３５´：集塵板
１３６：飛散防止壁
１４１，１４１ａ，１４１ｂ，１４１ｃ，１４１ｄ，２４１：第２集塵器
１４２：ブレード
１４３：集塵筒
１４４：隔壁
１５１，２５１：流動緩衝部
１００，２００，３００：無動力集塵装置
１０：車輌

【図１】

【図２】

【図３】
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【図８】

【図９】



(13) JP 6317782 B2 2018.4.25

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  キム・ジョンボム
            大韓民国、ソウル　０２７９２、ソンブック－ク、ファランノ　１４－ギル　５
(72)発明者  ユク・セ－ジン
            大韓民国、ソウル　０１４１０、トボン－ク、マドゥル－ロ　５５１、ナンバー１０８－１４０３

    審査官  神田　和輝

(56)参考文献  特開平０８－０７１３４３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－１７００１５（ＪＰ，Ａ）　　　
              登録実用新案第３１５００７７（ＪＰ，Ｕ）　　　
              韓国公開特許第１０－２００９－００２２０６６（ＫＲ，Ａ）　　　
              韓国登録特許第１０－０７２５９９６（ＫＲ，Ｂ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ０１Ｄ　　４５／００－４５／１８　　　
              Ｂ０３Ｃ　　　３／００
              Ｆ０１Ｎ　　　３／００
              Ｆ０２Ｍ　　３５／０２４
              Ｆ０２Ｍ　　３５／１６
              Ｂ６０Ｈ　　　３／０６
              Ｂ６１Ｄ　　３７／００
              Ｂ６１Ｄ　　４９／００　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

